
マイナビキャリアリサーチLab 業界研究レポート
建設業界（2026年2月）

1）業況判断D.I.

・企業の業況感は、全体として良好な水準で推移している。12月短観の業況判断ＤＩ（全産業全規模）をみると、「良
い」超幅は＋17と９月調査（＋15）からプラス幅を拡大している。【図1】 （日本銀行「経済・物価情勢の展望2026
年1月」)

・設備投資について、建設投資の一致指標である建設工事出来高（民間非居住用、実質）は建設資材高や人手不足
を背景とした工事後ずれの影響がみられるものの、物流施設や都市再開発に関連する旺盛な建設需要に支えられ
て、緩やかな増加傾向にある。

【図1】日銀短観（「良い」-「悪い」）
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先行き
（26年3月）【図2】産業別 日銀短観（「良い」-「悪い」）

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」業況判断D.I.より作成



2）雇用情勢（求人数）

2025年12月の有効求人数は226.1万人で前月比0.6万人増、前年同月比で13.4万人減となった。有効求職者
数は189.6万人で前月比1.6万人減、前年同月比で2.1万人減となった。
有効求人倍率は1.19倍で前月比で0.01ポイント増、前年同月比で０．０6pt減少となった。
2025年の有効求人倍率は1.22倍となり、年ベースで減少するのは2年連続となった。物価高騰や省人化、最低
賃金の引き上げに伴い、求人を控える動きが見られた。【図3】

・建設業の新規求人数は6.76万人で前月の6.15万人から増加。前年同月（6.85万人）の98.8％と、おおむね前
年並みとなり、横ばい傾向となっている。【図4】

【図3】求人、求職および求人倍率の推移

厚生労働省「一般職業紹介」有効求人倍率、新規求人数、有効求職者数 パート含む（季節調整値）より作成
※過去数値は2025年1月公表の結果で更新
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【図4】建設業 新規求人数推移

厚生労働省「一般職業紹介状況」産業・事業所規模別新規求人数 パート含む（実数）より作成
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3）雇用情勢（完全失業率、雇用人員判断D.I.）

・完全失業率は全体的には2020年末頃から緩やかに改善傾向にあり、直近の2025年12月は2.6％となってい
る。人手不足感は依然高く、完全失業率はほぼ横ばいで推移している。【図5】

・建設業界の人手不足感は25年10～12月期で‐63ptと高く、先行きについても‐６９ptとなっており、いずれも
各産業と比較してもっとも高い。強い人手不足が続いている。【図6】

【図5】完全失業率

総務省統計局「労働力調査調査」完全失業率 年齢階級別（季節調整値）より作成
※過去数値は2025年1月公表の結果で更新
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【図6】雇用人員判断D.I.（過剰ー不足）
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4）＜中途採用市場＞ 正社員の平均初年度年収 ＊マイナビデータ
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【図7】 建設業の平均初年度年収

マイナビ「正社員の平均初年度年収推移レポート」より作成

「正社員の初年度年収レポート」における年収集計方法
該当月における、総合転職情報サイト「マイナビ転職」に掲載開始された求人情報から、雇用形態が正社員以外のデータを除き
集計。厚生労働省「国民生活基礎調査 所得の分布状況」を元に、所得金額上側1％を本レポートでは外れ値として設定。
マイナビ転職では、初年度年収は求人ごとに幅をもって記載されているが、当レポートでは各求人に掲載されている初年度年
収の下限と上限の中間の値を平均値として「初年度年収」を算出した。
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【図8】建設業の求人件数推移

マイナビ「正社員の求人件数・応募数推移レポート」より作成

「正社員の求人件数・応募数推移レポート」における求人数集計方法
該当月における、弊社総合転職情報サイト「マイナビ転職」に掲載開始された求人情報から、雇用形態が正社員以外のデータ
を除き集計。

建設業界の平均初年度年収は増加傾向にあり、特に2025年平均は2024年平均から大きく増えた。2025年
12月は５２4.6万円と直近でも最も高い数値となった。【図7】 また、求人件数も24年平均から25年平均で大
きく伸び、2025年12月は直近では初めてとなる200％超えとなった。【図8】



5）雇用・労働に関する法律・制度の制定、改正

●女性活躍推進法の改正 ※2026年4月1日施行

【改正概要】
情報公表の必須項目の拡大

・従業員数301名以上の企業は、これまで公表を義務付けられていた「男女間賃金差異」「女性管理職比
率」に加え、新たに「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」に関する実績から1項目、「職業
生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備」に関する実績から1項目を選択・公表することが求
められ、合計4項目以上の情報公表が義務付けられる。

・従業員数101～300人の企業は、 「男女間賃金差異」「女性管理職比率」に加え、新たに「女性労働者に
対する職業生活に関する機会の提供」、もしくは「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整
備」に関する実績から1項目を選択・公表することが求められ、合計3項目以上の情報公表が義務付けら
れる。

【詳細】改正のポイント
厚生労働省リーフレット： https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001620180.pdf

女性活躍推進法とは：
企業が自社の女性の採用率や管理職の状況、男女間の賃金差異などを把握・分析し、課題解決の
ための行動計画を策定・公表することを定めた法律

改正後改正前企業規模

男女間賃金差異及び女性管理職比率に加
えて、2項目以上を公表

男女間賃金差異に加えて、2項目以上を
公表

301人以上

男女間賃金差異及び女性管理職比率に加
えて、1項目以上を公表

1項目以上を公表101～300人

「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」

・採用した労働者に占める女性労働者の割合

・男女別の採用における競争倍率

・労働者に占める女性労働者の割合

・係長級にある者に占める女性労働者の割合

・役員に占める女性の割合

・男女別の職種又は雇用形態の転換実績

・男女別の再雇用又は中途採用の実績

「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備」

・男女の平均継続勤務年数の差異

・10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別の継続雇用割合

・男女別の育児休業取得率

・労働者のひと月あたりの平均残業時間

・雇用管理区分ごとの労働者のひと月あたりの平均残業時間

・有給休暇取得率

・雇用管理区分ごとの有給休暇取得率


